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優良住宅部品認定基準 
テレビ共同受信機器（同軸伝送） 

Ⅰ．総則 

1．適用範囲 

テレビ放送の視聴に用いるアンテナ、同軸伝送用受信機器で構成されるテレビ共同受信機器で、

住宅のほか、事務所、学校、病院、ホテル又は旅館に設置するものに適用する。 

2．用語の定義 

a) 地上放送用アンテナ：国内の地上局から送信されるＦＭ放送とテレビジョン放送の信号を受

信するアンテナをいう。テレビジョン放送信号のＵＨＦは低域用と帯域を区分しない全帯域用

がある。材質は、アルミニウム製とステンレス製がある。 

b) 衛星放送用アンテナ：静止衛星軌道上から国内に向け送信されるテレビジョン放送を受信す

るアンテナをいう。パラボラ形反射鏡と１次放射器、コンバータを有し、ＢＳ（Broadcasting 

Satellite／放送衛星）・110 度ＣＳ（Communication Satellite／通信衛星）デジタル放送受信

用がある。 

c) 同軸伝送用受信機器：アンテナで受信した国内のＦＭ放送とテレビジョン放送を住宅室内の

テレビ接続端子まで伝送するブースタ、混合（分波）器、分配器、分岐器、直列ユニット、テ

レビ端子で構成された伝送機器をいう。 

1) ブースタ：受信機器や同軸ケーブルを通過した信号を一定のレベルまで増幅する機器をい

う。放送信号の種類や帯域別に種類が分かれている。 

2) 混合（分波）器：アンテナで種類別や帯域別に受信した信号をそれぞれの特性を損なうこ

となく混合、あるいは、入力と出力を逆にすることで混合する前の信号に分けて取り出せる

機器をいう。屋内用と屋外用に大別でき、さらに放送帯域別に種類が分かれている。 

3) 分配器：伝送された信号を均等に分配する機器をいう。分配数別に種類が分かれている。 

4) 分岐器：伝送された信号の一部を分岐して取り出す方向性を持った機器をいう。分岐数別

に種類が分かれている。 

5) 直列ユニット：テレビ受信機に接続する端子を持つ埋め込み型分岐器をいう。機能的には、

分岐器と分配器を組み合わせて構成されている。テレビ受信機接続端子数別に種類が分かれ

ている。 

6) テレビ端子：アウトレットボックス内に収納してテレビ受信機に接続する端子を持つ埋め

込み型テレビ受信機接続端子をいう。テレビ受信機接続端子数別に種類が分かれている。 

d) ＣＡＴＶ：Cable Television の略称で、光ケーブルや同軸ケーブルを広範囲に張り巡らし、

希望する受信者に多チャンネルテレビ放送、インターネットサービス、ケーブル電話サービス

等を行う多目的有線テレビ放送設備及びサービスをいう。 

1) 上り信号：受信者端子からＣＡＴＶ送出局に伝送される信号 

2) 下り信号：アンテナ又はＣＡＴＶ送出局から受信者端子に向かって伝送される信号 

e) 伝送帯域と周波数の関係については、表－1による。 
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表－１ 伝送帯域と周波数 

放送帯域 周波数(MHz) 

ＦＭ ７６～９０／７６～９５ 

ＵＨＦ ＡＬＬ ４７０～７１０（ch13～52） 

ＵＨＦ-Ｌ ４７０～６０２（ch13～34） 

ＣＡＴＶ 上り １０～５５ 

ＣＡＴＶ 下り ７０～７７０ 

ＣＳ・ＢＳ-ＩＦ １０００～２１５０／１０００～２６０２／１０００～３２２４ 

3．部品の構成 

構成部品は表－２とする。また、種類と型式を表－3に示す。 

表－２ 構成部品 

種類 主要構成部品 構成 特記事項 

地上放送用アンテナ 

(ＵＨＦ・ＦＭアンテナ) 

素  子 ●  

素子支持物(ブラケット) ●  

給電部 ●  

アーム ●  

アーム支持物(ステ－) ●  

ビス、ボルト等金具類 ●  

衛星放送用アンテナ 

(ＢＳ・ＣＳアンテナ) 

反射鏡 ●  

コンバータ ●  

支持物 ●  

方向調整機構 ●  

ビス、ボルト等金具類 ●  

受信機器 

(ブースタ) 

筐体 ●  

内部部品、回路等 ●  

ケーブル接続端子 ●  

ビス、ボルト等金具類 ●  

電源プラグ及び電源ケーブル ●  

受信機器 

(混合(分波)器、分配器、

分岐器、直列ユニット、

テレビ端子) 

筐体 ●  

内部部品、回路等 ●  

ケーブル接続端子 ●  

ビス、ボルト等金具類 ●  

注) 

●：住宅部品としての基本機能上、必ず装備されていなければならない部品及び部材を示す。

（必須構成部品） 
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表－３ 種類と型式 

種    類 型    式 備 考 

Ａ． 
地上放送用 
アンテナ 

ＦＭ放送帯域用 
76～90MHz 

アルミニウム 

ＶＳ－ＦＭ 
素子数5相当 

76～95MHz ＶＳ－ＦＭＷ 

ＵＨＦ低域用 
470～602MHz 

（ch13～34） 
ＵＬＮ－２０ 

素子数20相当 

ＵＨＦ全帯域用 
470～710MHz 

（ch13～52） 
ＵＷＮ－２０ 

ＦＭ放送帯域用 
76～90MHz 

ステンレス 

ＶＳ－ＦＭＳ 
素子数5相当 

76～95MHz ＶＳ－ＦＭＷＳ 

ＵＨＦ低域用 
470～602MHz 

（ch13～34） 
ＵＬＮ－２０Ｓ 

素子数20相当 

ＵＨＦ全帯域用 
470～710MHz 

（ch13～52） 
ＵＷＮ－２０Ｓ 

Ｂ． 
衛星放送用 
アンテナ 

ＢＳ・１１０度 
ＣＳ受信用 

パラボラ型 

コンバータ付き 

右旋用 
75cm型 ＣＳＢＳＡ－７５  

90（100）cm型 ＣＳＢＳＡ－９０（１００） 

右左旋 

共用 

75cm型 ＳＨＡ－７５ 

90（100）cm型 ＳＨＡ－９０（１００） 

Ｃ． 
受信機器 

ブースタ 

ＣＡＴＶ 
770MHz幹線用 ＣＡＴＶ－Ｔ１Ｅ 

双方向 
770MHz分配用 ＣＡＴＶ－１Ｅ 

ＣＳ・ＢＳ-ＩＦ・ＵＨＦ・ＦＭ 

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１ＷＥ  

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－２Ｗ 

ＳＨ・ＵＦ－１ 

ＣＳ・ＢＳ-ＩＦ 
ＣＳ・ＢＳ－１ＷＥ 

ＳＨ－１ 

ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ-ＩＦ 

ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－１Ｅ 

CATV は 双 方

向  

ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－２Ｗ－ＨＥ 

ＣＡＴＶ・ＳＨ－１ 

ＳＨ－Ｐ１ 

混合（分波）器 

屋内用 

Ｕ/Ｖ型 Ｍ－ＵＶ－７Ｅ  

ＣＳ・ＢＳ/ＵＶ型 
ＣＳ－ＭＷＥ 

ＳＨ－Ｍ 

屋外用 

Ｕ/Ｖ型 ＭＣ－ＵＶ－７Ｅ  

ＣＳ・ＢＳ/ＵＶ型 
ＣＳ－ＭＣＷＥ 

ＳＨ－ＭＣ 

ＣＳ・Ｖ/Ｈ型 ＣＳ－ＶＨＭＣＥ 

分配器 

2602MHz用 

２分配器 ＣＳ－Ｄ２ＷＥ 

双方向 
４分配器 ＣＳ－Ｄ４ＷＥ 

６分配器 ＣＳ－Ｄ６ＷＥ 

８分配器 ＣＳ－Ｄ８ＷＥ 

3224MHz用 

２分配器 ＳＨ－Ｄ２ 

双方向 
４分配器 ＳＨ－Ｄ４ 

６分配器 ＳＨ－Ｄ６ 

８分配器 ＳＨ－Ｄ８ 

分岐器 

2602MHz用 

１分岐器 ＣＳ－Ｃ１ＷＥ 

双方向 ２分岐器 ＣＳ－Ｃ２ＷＥ 

４分岐器 ＣＳ－Ｃ４ＷＥ 

3224MHz用 

１分岐器 ＳＨ－Ｃ１ 

双方向 ２分岐器 ＳＨ－Ｃ２ 

４分岐器 ＳＨ－Ｃ４ 

  



BLS TV:2018 
 

4 

種    類 型    式 備 考 

Ｃ． 
受信機器 

直列ユニット 

2602MHz用 

１端子 
中間用 ＣＳ－７Ｆ－７ＷＥ 

双方向 
端末用 ＣＳ－７Ｆ－ＲＷＥ 

２端子 
中間用 ＣＳ－７７Ｆ－７ＷＥ 

端末用 ＣＳ－７７Ｆ－ＲＷＥ 

2602MHz用 

上り信号 

カット機能付 

１端子 
中間用 ＣＳ－７Ｆ－７ＳＷＥ 

双方向 
端末用 ＣＳ－７Ｆ－ＲＳＷＥ 

２端子 
中間用 ＣＳ－７７Ｆ－７ＳＷＥ 

端末用 ＣＳ－７７Ｆ－ＲＳＷＥ 

テレビ端子 

2602MHz用 
１端子 ― ＣＳ－７ＦＷＥ 

双方向 

２端子 ― ＣＳ－７７ＦＷＥ 

3224MHz用 
１端子 ― ＳＨ－７Ｆ 

２端子 ― ＳＨ－７７Ｆ 

2602MHz用 

上り信号 

カット機能付 

１端子 
１個口用 ＣＳ－７ＦＳＷＥ（１） 

３個口用 ＣＳ－７ＦＳＷＥ（３） 

２端子 ３個口用 ＣＳ－７７ＦＳＷＥ 

3224MHz用 

上り信号 

カット機能付 

１端子 
１個口用 ＳＨ－７ＦＳ（１） 

３個口用 ＳＨ－７ＦＳ（３） 

２端子 ３個口用 ＳＨ－７７ＦＳ 

 

4．材料 

必須構成部品に使用する材料の名称及び該当する JIS 等の規格名称を明確化し、又は、JIS 等

と同等の性能を有していることを証明すること。 

 

5．施工の範囲 

a) 構成部品の施工範囲は原則として以下とする。 

1) 取付け下地の確認 

2) 部品の組み立て、取付け 

3) 取付け施工後の調整、確認、検査 
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6．寸法 

a) ブースタの寸法 

1) ブースタの寸法は表－４による。 

 

表－４ ブースタの寸法 

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１ＷＥ 

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－２Ｗ 

筐体 

(取付金具を含む) 

縦300㎜以下、横300㎜以下、深さ70㎜以下 

（コネクタ、電源コード等の突起物を含まず） 

ＣＡＴＶ－Ｔ１Ｅ 

ＣＡＴＶ－１Ｅ 

ＳＨ・ＵＦ－１ 

ＣＳ・ＢＳ－１ＷＥ 

ＳＨ－１ 

ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－１Ｅ 

ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－２Ｗ－ＨＥ 

ＣＡＴＶ・ＳＨ－１ 

ＳＨ－Ｐ１ 

縦300㎜以下、横300㎜以下、深さ90㎜以下 

（コネクタ、電源コード等の突起物を含まず） 

2) 直列ユニット・テレビ端子の寸法 

直列ユニット・テレビ端子の寸法は、縦寸法 119mm 以下、横寸法 60mm 以下、深さ寸法 44mm

以下であること。また、取付けネジ間隔は 83.5±0.4mm とする。 
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Ⅱ．要求事項 

1．住宅部品の性能等に係る要求事項 

1.1 機能の確保 

［Ａ．地上放送用アンテナ］ 

a) 地上放送用アンテナの電気的特性 

地上放送用アンテナ（ＦＭアンテナ、ＵＨＦアンテナ）は、表－５、表－６に示す放送帯域

における電気的特性に適合すること。 

表－５ ＦＭアンテナの電気的特性 
種 類 

チャンネル 
動作利得

(dB) 

電圧定在波

比 

半値幅 

(度) 

前後比 

(dB) 
備考 

帯域 
周波数 

（MHz） 

ＦＭ放送帯域用 
76～90 ― 4.5以上 2.5以下 70以下 9以上 

素子数5相当 
76～95 ― 4.5以上 2.5以下 70以下 9以上 

表－６ ＵＨＦアンテナの電気的特性 
種  類 

チャンネル 
動作利得

(dB) 

電圧定在波

比 

半値幅 

(度) 

前後比 

(dB) 
備考 

帯 域 
周波数
(MHz) 

ＵＨＦ低域用 470～602 13～34 9.0以上 2.5以下 50以下 15以上 素子数20相当 

ＵＨＦ全帯域用 
470～578 

13～52 
8.0以上 

2.5以下 
55以下 

15以上 素子数20相当 
578～710 9.0以上 50以下 

 

b) アンテナの組立て・取付け 

1) 組立は確実で容易であること。 

2) アンテナ支持桿や架台への取付け、同軸ケーブルの取付けは、確実で容易であること。 

3) 直径 38～60.5mm のアンテナ支持桿に取付け可能であること。 

 

［Ｂ．衛星放送用アンテナ］ 

a) 衛星放送用アンテナの電気的特性 

衛星放送用アンテナ（ＢＳ・１１０度ＣＳ帯域用）は、表－７に示す放送帯域における電気

的特性に適合すること。 
 

表－７ ＢＳ・１１０度ＣＳアンテナの電気的特性 
性 能

型 式 

周波数 

(GHz) 

アンテナ 

利得(dBi) 
指向性(主偏波特性交差偏波特性) 電圧定在波比 受信偏波 

ＣＳＢＳＡ－ 

７５ 

11.70～ 

12.75 

37.4以上 
ITU-R勧告BO.1213に基づき個別受信アンテ

ナの主偏波成分及び交差偏波成分(但し、交

差偏波成分は離軸角度0～1.4Φ0においては

－20dB以下とする。Φ0：電力半値ビーム幅)

に適合すること。 

 

1.3以下 

(但し、アンテナホー

ンとコンバータが一

体型の場合は適用し

ない。) 

右旋 

円偏波 ＣＳＢＳＡ－ 

９０(１００) 

39.0以上 

但し、BSA-100は

39.9以上 

ＳＨＡ－７５ 37.4以上 ITU-R勧告BO.1213に基づき個別受信アンテ

ナの主偏波成分及び交差偏波成分に適合す

ること。 

 

右・左旋 

円偏波の 

両偏波 

ＳＨＡ－ 

９０(１００) 

39.0以上 

但し、SHA-100は

39.9以上 
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b) 衛星放送用アンテナのコンバータの電気的特性 

1) 衛星放送用アンテナのコンバータ（ＢＳ・１１０度ＣＳコンバータ）は、右旋用において

は表－８、右左旋共用においては表－９に示す放送帯域における電気的特性に適合すること。 

 

表－８ ＢＳ・１１０度ＣＳコンバータ（右旋用）の電気的特性 

項    目 特    性 

雑音指数 (dB) 受信帯域内（11.70～12.75GHz）で1.2以下 

総合利得 (dB) 52±4 

利得偏差 (dBp-p) 受信帯域内で6以下、任意の受信ﾁｬﾝﾈﾙ帯域内で1.3以下 

出力電圧定在波比 2.5以下 

相互変調妨害比 －70dB（mW）入力の2信号において55dB以上 

イメージ妨害抑圧比 31dB以上 

局部発振周波数の漂動 10.678GHz±1.5MHz以内（－30℃～＋50℃） 

入力端子における局部発振信号の漏洩 (dBmW) －55以下 

局部発振周波数(GHz) 右旋円偏波：10.678 

中間周波数(MHz) 右旋円偏波：1032～2072 

局発位相雑音 

－55dBc/Hz(1kHz)以下 

－73dBc/Hz(5kHz)以下 

－83dBc/Hz(10kHz)以下 

電  源 DC15V   4W以下 

表－９  ＢＳ・１１０度ＣＳコンバータ（右左旋共用）の電気的特性 

項    目 特    性 

雑音指数 (dB) 受信帯域内（11.70～12.75GHz）で1.2以下 

総合利得 (dB) 
BS帯域：52±4 

CS帯域：52±6 

利得偏差 (dBp-p) 

・右旋BS、右旋CS、左旋BS、左旋CSの各帯域内で4以下 

・右旋BS・CSおよび左旋BS・CSの受信帯域内で6以下 

・任意の受信ﾁｬﾝﾈﾙ帯域内で1.3以下 

出力電圧定在波比 受信帯域内で2.5以下 

相互変調妨害比 －70dB（mW）入力の2信号において55dB以上 

イメージ妨害抑圧比 55dB以上 

局部発振周波数の漂動 
10.678GHz±1.5MHz以内（－30℃～＋50℃） 

9.505GHz ±1.5MHz以内（－30℃～＋50℃） 

入力端子における局部発振信号の漏洩 (dBmW) －55以下 

局部発振周波数(GHz) 
右旋円偏波受信用：10.678 

左旋円偏波受信用：9.505 

中間周波数(MHz) 
右旋円偏波：1032～2072 

左旋円偏波：2224～3224 

局発位相雑音 

－55dBc/Hz(1kHz)以下 

－73dBc/Hz(5kHz)以下 

－83dBc/Hz(10kHz)以下 

電  源 DC15V   4W以下 

c) 衛星放送用アンテナの総合性能 

衛星放送用アンテナ（ＢＳ・１１０度ＣＳ帯域用）は、総合性能（gain to noise temperature 

以下、Ｇ／Ｔ）が表－１０に適合すること。 
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表－１０ 衛星放送用アンテナの総合性能（Ｇ／Ｔ） 

型  式 特    性 

ＣＳＢＳＡ－７５ 14.1[dB/K]以上 

ＣＳＢＳＡ－９０(１００)  15.7(16.6) [dB/K]以上 

ＳＨＡ－７５ 14.1[dB/K]以上 

ＳＨＡ－９０（１００） 15.7(16.6) [dB/K]以上 

 

d) 衛星放送用アンテナの給電部及び管端末の構造 

給電部及び、放射素子の管端末の構造は、雨水が浸入しない構造であること。 

e) 衛星放送用アンテナのコンバータの性能 

1) 防雨構造等 

コンバータの構造は、塵埃が入りにくく、雨水が浸入しない構造であること。 

2) 適用温度 

ＢＳ・１１０度ＣＳコンバータは、温度－30℃～＋50℃、湿度 20％～90％の周囲条件にお

いて支障なく動作すること。 

3) ケーブル接続端子 

① ＢＳ・１１０度ＣＳコンバータのＣＳ・ＢＳ-ＩＦ出力は、Ｆ型接栓とし、中心導体、外

部導体ともに確実に接続できること。 

② (一社)電子情報技術産業協会規格(JEITA RC-5223C「高周波同軸Ｃ１５形コネクタ」)に

適合、または同等の電気的特性を有すること。 

f) ＢＳ・１１０度ＣＳアンテナの構造 

コンバータが交換できる取付け構造であること。 

g) アンテナの組立て・取付け 

1) 組立は確実で容易であること。 

2) アンテナ支持桿や架台への取付け、同軸ケーブルの取付けは、確実で容易であること。 

3) 直径 76.3～89.1mm のアンテナ支持桿に取付け可能であること。 
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［Ｃ．受信機器］ 

a) ブースタ 

1) ブースタの電気的特性 

① ブースタは、表－１１から表－１９に示す放送帯域における電気的特性に適合すること。 
 

表－１１ ＣＡＴＶブースタの電気的特性 

型 式 

項 目 
ＣＡＴＶ－Ｔ１Ｅ ＣＡＴＶ－１Ｅ 備  考 

周波数帯域(MHz) 10～55 70～770 10～55 70～770  

最大伝送容量(ch) 
TV2 

DATA 

TV74 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 

TV2 

DATA 

TV74 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 
ﾃﾞｼﾞﾀﾙは－10dB運用 

標準入力レベル(dBμV) 90 69 75 69  

標準利得(dB) 20以上 
20／26 

以上 
30以上 38以上 70／770MHz 

定格出力レベル(dBμV) 110 89／95 105(ﾌﾗｯﾄ出力) 107(ﾌﾗｯﾄ出力) 
全電力が+20dBm以下

で運用の事 

利得調整範囲(dB) 10以上、連続可変  

チルト特性 調整機能(固定又は連続)を有すること  

伝送帯域内周波数特性

偏差(dB) 
全帯域で±1.0以内 全帯域で±1.0以内 全帯域で±2.0以内  

入出力ｲﾝﾋﾞｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

雑音指数(dB) 10以下  

相互変調ＩＭ２(dB) －60以下 －74以下 －55以下 －63以下 定格出力レベル時 

ＣＴＢ(dB) －70以下 －85以下 ― －60以下 上りはＩＭ３性能値 

ハム変調(dB) －70以下 －60以下  

利得安定度(dB) ±2.0以内  

電圧定在波比 2.0以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) ― 34以下 ― 34以下 3mの距離において 
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表－１２ ＦＭ、ＵＨＦ、ＣＳ・ＢＳブースタの電気的特性 

型 式 

項 目 
ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１ＷＥ 備考 

周波数帯域(MHz) 76～90 470～710 1000～2602  

最大伝送容量(ch) 
5 

（FM） 
9 

（デジタル） 
BS12,CS24 

（デジタル） 
 

 

標準入力レベル(dBμV) 65 65 73  

標準利得(dB) 30 以上 40 以上 
30 / 40 以上 

（1000 / 2602MHz） 
 

 

定格出力レベル(dBμV) 95 105 
103 / 113 

（1000 / 2602MHz） 

全電力+20dBm以下で

運用の事 

利得調整範囲(dB) 10 以上（連続可変）  

チルト特性 ― ― 固定又は連続  

伝送帯域内周波数特性偏差

(dB) 
帯域内で 

±3.0 以内 

任意の 6MHz で 
±1.0 以内 

任意の 100MHz で 
±2.0 以内 

任意の 34.5MHz で 
±1.0 以内 

チルト直線に対し 
全帯域で±2.5 以内 

 

雑音指数(dB) 10 以下 8 以下 10 以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 3.0 以下 3.0 以下 2.5 以下  

相互変調(dB) 
ＩＭ２ ― ― －31 以下 定格出力レベル時 

ＩＭ３ －72 以下 －71 以下 －63 以下 定格出力レベル時 

利得安定度(dB) ±3.0 以内  

ハム変調(dB) －50 以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

コンバータ供給電源 DC15V 6W  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) 34以下 40.2以下 3mの距離において 
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表－１３ ＦＭ、ＵＨＦ、ＣＳ・ＢＳブースタの電気的特性 

型 式 

項 目 
ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－２Ｗ 備考 

周波数帯域(MHz) 76～95 470～710 1000～2602  

最大伝送容量(ch) 
10 

（FM） 

9 

（デジタル） 

BS12,CS24 

（デジタル） 

 

 

標準入力レベル(dBμV) 65 65 73  

標準利得(dB) 30 以上 40 以上 
30 / 40 以上 

（1000 / 2602MHz） 

 

 

定格出力レベル(dBμV) 95 105 
103 / 113 

（1000 / 2602MHz） 

全電力+20dBm以下

で運用の事 

利得調整範囲(dB) 10 以上（連続可変）  

チルト特性 ― ― 固定又は連続  

伝送帯域内周波数特性偏差

(dB) 
帯域内で 

±3.0 以内 

任意の 6MHz で 
±1.0 以内 

任意の 100MHz で 
±2.0 以内 

任意の 34.5MHz で 
±1.0 以内 

チルト直線に対し 
全帯域で±2.5 以内 

 

雑音指数(dB) 10 以下 8 以下 10 以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 3.0 以下 3.0 以下 2.5 以下  

相互変調(dB) 
ＩＭ２ ― ― －31 以下 定格出力レベル時 

ＩＭ３ －76 以下 －71 以下 －63 以下 定格出力レベル時 

利得安定度(dB) ±3.0 以内  

ハム変調(dB) －50 以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

コンバータ供給電源 DC15V 6W  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) 34以下 40.2以下 3mの距離において 
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表－１４ ＦＭ、ＵＨＦ、ＣＳ・ＢＳブースタの電気的特性 

型 式 

項 目 
ＳＨ・ＵＦ－１ 備考 

周波数帯域(MHz) 76～95 470～710 1000～3224  

最大伝送容量(ch) 
10 

（FM） 

9 

（デジタル） 

BS・CS 50 

（デジタル） 

 

 

標準入力レベル(dBμV) 65 65 68  

標準利得(dB) 30 以上 40 以上 
35 / 45 以上 

（1000 / 3224MHz） 

 

 

定格出力レベル(dBμV) 95 105 
103 / 113 

（1000 / 3224MHz） 

全電力+20dBm以下

で運用の事 

入力チルト特性 ― ― 固定又は連続  

利得調整範囲(dB) 10 以上（連続可変）  

チルト特性 ― ― 連続  

伝送帯域内周波数特性偏差

(dB) 
帯域内で 

±3.0 以内 

任意の 6MHz で 
±1.0 以内 

任意の 100MHz で 
±2.0 以内 

任意の 34.5MHz で 
±1.0 以内 

チルト直線に対し 
全帯域で±2.5 以内 

 

雑音指数(dB) 10 以下 8 以下 10 以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 3.0 以下 3.0 以下 2.5 以下  

相互変調(dB) ＩＭ３ －76 以下 －71 以下 ― 定格出力レベル時 

ＣＩＮ(dB) ― ― －22 以下 定格出力レベル時 

利得安定度(dB) ±3.0 以内  

ハム変調(dB) －50 以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

コンバータ供給電源 DC15V 6W  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) 34以下 40.2以下 3mの距離において 
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表－１５ ＣＳ・ＢＳブースタの電気的特性 

型 式 

項  目 
ＣＳ・ＢＳ－１ＷＥ 備考 

周波数帯域(MHz) 1000～2602  

最大伝送容量(ch) BS12,CS24  

標準入力レベル(dBμV) 73  

標準利得 (dB) 30/40以上(1000/2602MHz)  

定格出力レベル(dBμV) 103/113 (1000/2602MHz)  

利得調整範囲(dB) 10以上  

チルト特性(dB) 固定又は連続  

伝送帯域内周波数特性偏差(dB) 任意の34.5MHzで±1.0以内 全帯域で±2.5以内  

雑音指数(dB) 10以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 2.5以下  

相互変調(dB) 
ＩＭ２ －31以下 定格出力レベル時 

ＩＭ３ －63以下 定格出力レベル時 

利得安定度(dB) ±3.0以内  

ハム変調(dB) －60以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

コンバータ供給電源 DC15V 6W  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) 40.2以下 3mの距離において 

 

 

表－１６ ＣＳ・ＢＳブースタの電気的特性 

型 式 

項  目 
ＳＨ－１ 備考 

周波数帯域(MHz) 1000～3224  

最大伝送容量(ch) BS・CS 50  

標準入力レベル(dBμV) 68  

標準利得 (dB) 35/45以上(1000/3224MHz)  

定格出力レベル(dBμV) 103/113 (1000/3224MHz)  

入力チルト特性 固定又は連続  

利得調整範囲(dB) 10以上  

チルト特性(dB) 連続  

伝送帯域内周波数特性偏差(dB) 任意の34.5MHzで±1.0以内 全帯域で±2.5以内  

雑音指数(dB) 10以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 2.5以下  

ＣＩＮ(dB) －22以下 定格出力レベル時 

利得安定度(dB) ±3.0以内  

ハム変調(dB) －60以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

コンバータ供給電源 DC15V 6W  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) 40.2以下 3mの距離において 
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表－１７ ＣＡＴＶ、ＣＳ・ＢＳブースタの電気的特性 

型 式 

項 目 
ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－１Ｅ ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－２Ｗ－ＨＥ 備考 

周波数帯域 (MHz) 10～55 70～770 1000～2150 10～55 70～770 1000～2602  

最大伝送容量(ch) 
TV2  

DATA 

TV74 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 
TV24 

TV2  

DATA 

TV74 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 
BS12,CS24 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙは 

－10dB運用 

標準入力レベル 

(dBμV) 
75 69 65 80 72 73  

標準利得(dB) 30以上 38以上 
35/40以上 

(1000/2150MHz) 
30以上 38以上 

30/40以上 

(1000/2602MHz) 
 

定格出力レベル 

(dBμV) 

105(ﾌﾗｯﾄ

出力) 

107(ﾌﾗｯﾄ

出力) 

100/105 

(1000/2150MHz) 

110(ﾌﾗｯﾄ

出力) 

110(ﾌﾗｯﾄ

出力) 

103/113 

(1000/2602MHz) 

全電力が+20dBm

以下で運用の事 

利得調整範囲(dB) 10以上  

チルト特性(dB) 固定又は連続  

伝送帯域内周波数特性

偏差(dB) 

全帯域で

±1.0以

内 

全帯域で

±2.0以

内 

任意の34.5MHzで 

±1.0以内 

全帯域で 

±2.5以内 

全帯域で

±1.0以

内 

全帯域で

±2.0以

内 

任意の34.5MHzで 

±1.0以内 

ﾁﾙﾄ直線に対し全

帯域で±2.5以内 

 

雑音指数(dB) 10以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 2.0以下 2.5以下 2.0以下 2.5以下  

相互変調(dB) 

ＩＭ２ －55以下 －63以下 ― －60以下 －63以下 －31以下 
定格出力レベル

時 

ＩＭ３ ― ― －66以下 －70以下 ― －63以下 
定格出力レベル

時 

ＣＴＢ(dB) ― －60以下 ― ― －60以下 ― 
70～550MHzに適

用 

利得安定度(dB) ±2.0以内 ±3.0以内 ±2.0以内 ±3.0以内  

ハム変調(dB) －60以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

コンバータ供給電源 DC15V 6W  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) ― 34以下 40.2以下 ― 34以下 40.2以下 3mの距離において 
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表－１８ ＣＡＴＶ、ＣＳ・ＢＳブースタの電気的特性 

型 式  

項 目 
ＣＡＴＶ・ＳＨ－１ 備考 

周波数帯域 (MHz) 10～55 70～770 1000～3224  

最大伝送容量(ch) TV2 DATA 
TV74 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 
BS・CS 50 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙは 

－10dB運用 

標準入力レベル(dBμV) 80 72 68  

標準利得(dB) 30以上 38以上 
35/45以上 

(1000/3224MHz) 
 

定格出力レベル(dBμV) 110(ﾌﾗｯﾄ出力) 110(ﾌﾗｯﾄ出力) 
103/113 

(1000/3224MHz) 

全電力が+20dBm以下で

運用の事 

入力チルト特性 ― ― 固定又は連続  

利得調整範囲(dB) 10以上  

チルト特性 固定又は連続 連続  

伝送帯域内周波数特性偏

差(dB) 

全帯域で 

±1.0以内 

全帯域で 

±2.0以内 

任意の34.5MHzで 

±1.0以内 

ﾁﾙﾄ直線に対し全帯域で 

±2.5以内 

 

雑音指数(dB) 10以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 2.0以下 2.5以下  

相互変調(dB) 
ＩＭ２ －60以下 －63以下 ― 定格出力レベル時 

ＩＭ３ －70以下 ― ― 定格出力レベル時 

ＣＴＢ(dB) ― －60以下 ― 70～550MHzに適用 

ＣＩＮ(dB) ― ― －22以下 定格出力レベル時 

利得安定度(dB) ±2.0以内 ±3.0以内  

ハム変調(dB) －60以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電  源 AC100V 50/60Hz  

コンバータ供給電源 DC15V 6W  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) ― 34以下 40.2以下 3mの距離において 
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表－１９ ＣＳ・ＢＳブースタ（10～770MHz パス機能付）の電気的特性 

型 式 

項 目 
ＳＨ－Ｐ１ 備考 

周波数帯域(MHz) 10～70 70～770 1000～3224  

最大伝送容量(ch) ― 
BS・CS 50 

（デジタル） 

 

 

標準入力レベル(dBμV) ― 77  

標準利得(dB) －5 以上 
15 / 20 以上 

（1000 / 3224MHz） 

 

 

定格出力レベル(dBμV) ― 
92 / 97 

   （1000 / 3224MHz） 
 

利得調整範囲(dB) ― 10 以上（連続可変）  

伝送帯域内周波数特性偏差(dB) ― 
任意の 34.5MHz で±1.0 以内 
チルト直線に対し全帯域で±2.5以内 

 

雑音指数(dB) ― 10 以下  

入出力ｲﾝﾋﾟｰﾀﾞﾝｽ(Ω) 75  

電圧定在波比 2.5 以下  

ＣＩＮ(dB) ― －28 以下 定格出力レベル時 

利得安定度(dB) ― ±3.0 以内  

ハム変調(dB) ― －50 以下  

耐衝撃波 15kV 1.2/50μs  

電源 AC100V 50/60Hz  

使用温度範囲(℃) －10～40  

漏洩電界強度(dBμV/m) ― 34以下 40.2以下 3mの距離において 

 

2) 筐体の構造 

ⅰ) 筐体は屋内用壁取付け型であること。 

ⅱ) 機能アース端子を有すること。 

3) 電源 

① 動作表示 

 作動が適切に確認できること。 

② 過電流保護装置 

ⅰ) 本体には AC100V 電源用の過電流保護装置が設けられていること。 

ⅱ) 過電流保護装置にヒューズを用いる場合は、雷撃等による衝撃波でヒューズが溶断

しないこと。又は容易に取替え可能な位置に設け、予備のヒューズを入れたヒューズホ

ルダーを筐体に取付けてあること。 

③ 電源の取り出し 

ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１ＷＥ、ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－２Ｗ、ＳＨ・ＵＦ－１、ＣＳ・ＢＳ－

１ＷＥ、ＳＨ－１、ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－１Ｅ、ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－２Ｗ－ＨＥ、

ＣＡＴＶ・ＳＨ－１のＣＳ・ＢＳ-ＩＦの入力端子には DC15V±10%、６Ｗの出力が取り出せ

る機能を設け、入切可能であること。 

4) ケーブル接続端子 

① ケーブル接続端子は、Ｆ型接栓とし、中心導体、外部導体ともに確実に接続できること。 

② ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－１ＷＥ、ＣＳ・ＢＳ・ＵＦ－２Ｗ、ＳＨ・ＵＦ－１、ＣＳ・ＢＳ－

１ＷＥ、ＳＨ－１、ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－１Ｅ、ＣＡＴＶ・ＣＳ・ＢＳ－２Ｗ－ＨＥ、

ＣＡＴＶ・ＳＨ－１、ＳＨ－Ｐ１は、(一社)電子情報技術産業協会規格(JEITA RC-5223C

「高周波同軸Ｃ１５形コネクタ」)に適合、または同等の電気的特性を有すること。 
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5) 入出力端子・出力モニター端子 

① 入出力端子 

入力端子は、帯域別に独立又は帯域別の切り替え機能を有し、1出力端子で出力すること。 

② 出力モニター端子 

ブースタの出力側には、同軸ケーブルを取り外すことなく出力を測定するモニター端子

が設けられていること。 

6) チルト機能 

チルト機能を有するものにあっては、入切ができるものであること。 

7) ブースタの取付け 

ⅰ) 屋内用収容箱へ特殊工具を用いることなく取付できること。 

ⅱ) 利得調整は、本体を取り外すことなく行えること。 

 

b) 混合(分波)器 

1) 混合（分波）器の電気的特性 

混合（分波）器は、表－２０、表－２１に示す放送帯域における電気的特性に適合するこ

と。 

表－２０ 混合（分波）器の電気的特性 

型 式 

項 目 

Ｍ－ＵＶ－７Ｅ 

ＭＣ－ＵＶ－７Ｅ 

ＣＳ－ＭＷＥ 

ＣＳ－ＭＣＷＥ 
ＣＳ－ＶＨＭＣＥ 

周波数帯域(MHz) 76～222 470～770 
10～

70 

70～

770 

1000～

2602 

1000～

1533 

1590～

2072 

通過帯域減衰量(dB) 1.0以下 1.5以下 1.3以下 3.0以下 3.0以下 3.0以下 

阻止帯域減衰量(dB) 25以上 25以上 20以上 18以上 15以上 15以上 

電圧定在波比 1.5以下 1.8以下 1.6以下 2.5以下 2.5以下 2.5以下 

漏洩電界強度(dBμV/m) ※ 34以下 ― 34以下 40.2以下 40.2以下 

 

 

表－２１ 混合（分波）器の電気的特性 

型 式 

項 目 

ＳＨ－Ｍ 

ＳＨ－ＭＣ 

周波数帯域(MHz) 10～70 70～770 1000～3224 

通過帯域減衰量(dB) 1.3以下 
3.0以下（1000～2681 MHz） 

3.5以下（2681～3224 MHz） 

阻止帯域減衰量(dB) 20以上 18以上 

電圧定在波比 1.6以下 2.5以下 

漏洩電界強度(dBμV/m) ※ ― 34以下 40.2以下 

 

2) 防雨性能 

屋外用のＭＣ－ＵＶ－７Ｅ、ＣＳ－ＭＣＷＥ、ＳＨ－ＭＣ、ＣＳ－ＶＨＭＣＥにあっては、

雨水が浸入しない構造であること。 

3) 筐体の構造 

筐体は、塵埃の入りにくいこと。 

4) ケーブル接続端子 

① ケーブル接続端子は、Ｆ型接栓とし、中心導体、外部導体ともに確実に接続できること。 

※3m の距離において 

※3m の距離において 
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② ＣＳ－ＭＣＷＥ、ＣＳ－ＭＷＥ、ＳＨ－ＭＣ、ＳＨ－Ｍ、ＣＳ－ＶＨＭＣＥは、(一社)

電子情報技術産業協会規格(JEITA RC-5223C「高周波同軸Ｃ１５形コネクタ」)に適合、または

同等の電気的特性を有すること。 

5) 入出力端子 

ＣＳ－ＭＣＷＥ、ＣＳ－ＭＷＥ、ＳＨ－ＭＣ、ＳＨ－Ｍ、ＣＳ－ＶＨＭＣＥの出力端子と、

ＣＳ・ＢＳ-ＩＦ入力端子間は電流通過型とし、電流通過の表示が明確であること。 

6) 混合（分波）器の取付け 

① ＭＣ－ＵＶ－７Ｅ、ＣＳ－ＭＣＷＥ、ＳＨ－ＭＣ、ＣＳ－ＶＨＭＣＥはアンテナ支持桿

に取付金具またはバンドで直接取付けられること。 

② ＭＣ－ＵＶ－７Ｅ、ＣＳ－ＭＷＥ、ＳＨ－Ｍは収容箱内木板に木ネジで取付けられるこ

と。 
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c) 分配器・分岐器 

1) 分配器・分岐器の電気的特性 

分配器・分岐器は、表－２２から表－２５に示す放送帯域における電気的特性に適合する

こと。 

表－２２ 分配器の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－Ｄ２ＷＥ 

２分配器 

分配損失(dB) 4.0 以下 3.8 以下 4.0 以下 4.5 以下 5.5 以下 6.5 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.0 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－Ｄ４ＷＥ 

４分配器 

分配損失(dB) 8.0 以下 7.5 以下 8.0 以下 9.0 以下 10.5 以下 11.5 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－Ｄ６ＷＥ 

６分配器 

分配損失(dB) 11.0 以下 10.0以下 11.0以下 12.0 以下 14.0 以下 16.0 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－Ｄ８ＷＥ 

８分配器 

分配損失(dB) 12.5 以下 12.0以下 12.5以下 13.5 以下 17.0 以下 18.5 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.5 以下 1.8 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

 

表－２３ 分配器の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2681 2681～3224 

ＳＨ－Ｄ２ 

２分配器 

分配損失(dB) 4.3 以下 3.8 以下 4.0 以下 4.5 以下 5.5 以下 6.5 以下 7.5 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.0 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＳＨ－Ｄ４ 

４分配器 

分配損失(dB) 8.0 以下 7.5 以下 8.0 以下 9.0 以下 10.5 以下 11.5 以下 13.0 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＳＨ－Ｄ６ 

６分配器 

分配損失(dB) 11.0 以下 10.0 以下 11.0 以下 12.0 以下 14.0 以下 16.0 以下 18.0 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＳＨ－Ｄ８ 

８分配器 

分配損失(dB) 12.5 以下 12.0 以下 12.5 以下 13.5 以下 17.0 以下 18.5 以下 20.0 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

電圧定在波比 2.5 以下 1.8 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

  

※3m の距離において 

※3m の距離において 
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表－２４ 分岐器の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－Ｃ１ 

ＷＥ 

１分岐器 

挿入損失(dB) 1.6 以下 1.3以下 1.5 以下 2.0 以下 3.0 以下 4.0 以下 

結合損失(dB) 12 以下 11 以下 12 以下 13 以下 14 以下 14.5 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 16 以上 16 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－Ｃ２ 

ＷＥ 

２分岐器 

挿入損失(dB) 2.5 以下 2.0以下 2.5 以下 3.0 以下 4.5 以下 6.0 以下 

結合損失(dB) 12 以下 11 以下 12 以下 13 以下 14 以下 15 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 16 以上 16 以上 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－Ｃ４ 

ＷＥ 

４分岐器 

挿入損失(dB) 4.5 以下 3.5以下 4.5 以下 5.5 以下 6.0 以下 6.5 以下 

結合損失(dB) 12 以下 11 以下 12 以下 13 以下 15 以下 16.5 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 16 以上 16 以上 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

表－２５ 分岐器の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2681 2681～3224 

ＳＨ－Ｃ１ 

１分岐器 

挿入損失(dB) 1.6 以下 1.3 以下 1.5 以下 2.0 以下 3.0 以下 4.0 以下 4.5 以下 

結合損失(dB) 12 以下 11 以下 12 以下 13 以下 14 以下 14.5 以下 15.5 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 16 以上 16 以上 16 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＳＨ－Ｃ２ 

２分岐器 

挿入損失(dB) 2.5 以下 2.0 以下 2.5 以下 3.0 以下 4.5 以下 6.0 以下 6.5 以下 

結合損失(dB) 12 以下 11 以下 12 以下 13 以下 14 以下 15 以下 16.5 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 16 以上 16 以上 16 以上 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＳＨ－Ｃ４ 

４分岐器 

挿入損失(dB) 4.5 以下 3.5 以下 4.5 以下 5.5 以下 6.0 以下 6.5 以下 7.5 以下 

結合損失(dB) 12 以下 11 以下 12 以下 13 以下 15 以下 16.5 以下 18.5 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 16 以上 16 以上 16 以上 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

2) 筐体の構造 

埃が入りにくい構造であること。 

3) ケーブル接続端子 

① ケーブル接続端子は、Ｆ型接栓とし、中心導体、外部導体ともに確実に接続できること。 

② (一社)電子情報技術産業協会規格(JEITA RC-5223C「高周波同軸Ｃ１５形コネクタ」)に

適合、または同等の電気的特性を有すること。 

※3m の距離において 

※3m の距離において 



BLS TV:2018 

21 

4) 直流電流遮断機能 

全端子直流電流を遮断する機能を有すること。 

5) 分配器、分岐器の取付け 

機器の取付けは、収容箱内木板に木ネジをもって取付けられること。 

 

d) 直列ユニット 

1) 直列ユニットの電気的特性 

① 直列ユニットは、表－２６から表－２９に示す放送帯域における電気的特性に適合する

こと。 

 

表－２６ 直列ユニット１端子型の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－７Ｆ－７ 

ＷＥ 

挿入損失(dB) 1.8 以下 1.3 以下 1.8 以下 2.0 以下 3.4 以下 4.0 以下 

結合損失(dB) 12 以下 11 以下 12 以下 13 以下 15 以下 15 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 23 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－７Ｆ－Ｒ 

ＷＥ 

結合損失(dB) 9 以下 8.5 以下 9 以下 10 以下 11 以下 11 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

 

表－２７ 直列ユニット２端子型の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－７７Ｆ－７ 

ＷＥ 

挿入損失(dB) 2.0 以下 1.5 以下 2.0 以下 2.2 以下 3.4 以下 4.0 以下 

結合損失(dB) 16 以下 15 以下 16 以下 17.5 以下 18.5 以下 18.5 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

逆結合損失(dB) 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－７７Ｆ－Ｒ 

ＷＥ 

結合損失(dB) 13 以下 12 以下 13 以下 14.5 以下 15 以下 15 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

 

  

※3m の距離において 

※3m の距離において 
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表－２８ 直列ユニット 1端子型上り信号カット機能付の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～55 70～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－７Ｆ－７ 

ＳＷＥ 

中間用 

挿入損失(dB) 
双方向 1.8 以下 1.8 以下 2.5 以下 3.0 以下 3.5 以下 4.0 以下 

片方向 1.8 以下 1.8 以下 2.5 以下 3.0 以下 3.5 以下 4.0 以下 

結合損失(dB) 
双方向 12 以下 12 以下 12 以下 13 以下 15 以下 16 以下 

片方向 40 以上 14 以下 13 以下 14 以下 16 以下 17 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

逆結合損失(dB) 
双方向 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 

片方向 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－７Ｆ－Ｒ 

ＳＷＥ 

端末用 

結合損失(dB) 
双方向 9 以下 9 以下 9 以下 10 以下 11 以下 12 以下 

片方向 40 以上 11 以下 10 以下 11 以下 12 以下 13 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

 

表－２９ 直列ユニット２端子型上り信号カット機能付の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～55 70～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－７７Ｆ－ 

７ＳＷＥ 

中間用 

挿入損失(dB) 
双方向 1.8 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.5 以下 3.5 以下 4.0 以下 

片方向 1.8 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.5 以下 3.5 以下 4.0 以下 

結合損失(dB) 
双方向 15 以下 15 以下 16 以下 18 以下 19 以下 20 以下 

片方向 40 以上 17 以下 17 以下 19 以下 20 以下 21 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

逆結合損失(dB) 
双方向 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 

片方向 15 以上 25 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 

端子間結合損失(dB) 
双方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

片方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－７７Ｆ－ 

ＲＳＷＥ 

端末用 

結合損失(dB) 
双方向 13 以下 13 以下 13 以下 15 以下 16 以下 17 以下 

片方向 40 以上 15 以下 14 以下 16 以下 17 以下 18 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

端子間結合損失(dB) 
双方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

片方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

 

 

2) 筐体の構造 

筐体は、塵埃の入りにくいこと。 

3) ケーブル接続端子 

① ケーブル接続端子は、Ｆ型接栓とし、中心導体、外部導体ともに確実に接続できること。 

② (一社)電子情報技術産業協会規格(JEITA RC-5223C「高周波同軸Ｃ１５形コネクタ」)に

適合、または同等の電気的特性を有すること。 

*アウトレット端子（テレビ端子）側は除く

※3m の距離において 

*アウトレット端子（テレビ端子）側は除く

※3m の距離において 
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4) アウトレット 

① アウトレットは 75Ωであって、直流電流を遮断する機能を有すること。 

② Ｆ型コネクタが接続できること。 

5) 端子台 

端子台は、3個口用とする。 

6) 上り信号カット機能 

① 上り信号カット操作部は端子台から操作出来ない構造であること。 

② ２端子型で上り信号カット機能を有するものは、それぞれのアウトレット端子が単独に

上り信号カット操作が出来るものであること。 

7) 本体取付け構造 

本体は確実に固定できる構造であること。 

 

e) テレビ端子 

1) テレビ端子の電気的特性 

① テレビ端子は、表－３０から表－３３に示す放送帯域における電気的特性に適合するこ

と。 
 

表－３０ テレビ端子の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－７Ｆ 

ＷＥ 

１端子型 

挿入損失(dB) 0.8 以下 0.4 以下 0.6 以下 0.8 以下 1.5 以下 2.0 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－７７Ｆ 

ＷＥ 

２端子型 

挿入損失(dB) 5.0 以下 4.0 以下 4.5 以下 5.0 以下 6.0 以下 7.0 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

 

表－３１ テレビ端子の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～76 76～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2681 2681～3224 

ＳＨ－７Ｆ 

1 端子型 

挿入損失(dB) 0.5 以下 0.3 以下 0.5 以下 0.8 以下 1.0 以下 1.5 以下 1.5 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＳＨ－７７Ｆ 

2 端子型 

挿入損失(dB) 4.5 以下 4.0 以下 4.5 以下 5.0 以下 6.0 以下 7.0 以下 8.0 以下 

電圧定在波比 2.5 以下 1.6 以下 1.6 以下 1.8 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 

端子間結合損失(dB) 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

  

※3m の距離において 

※3m の距離において 



BLS TV:2018 
 

24 

表－３２ テレビ端子 上り信号カット機能付の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～55 70～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2602 

ＣＳ－７Ｆ 

ＳＷＥ（１） 

１端子型 

挿入損失(dB) 
双方向 1.0 以下 1.0 以下 1.0 以下 1.5 以下 2.0 以下 3.0 以下 

片方向 40 以上 3.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 3.0 以下 4.0 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

ＣＳ－７Ｆ 

ＳＷＥ（３） 

１端子型 

挿入損失(dB) 
双方向 1.0 以下 1.0 以下 1.0 以下 1.5 以下 2.0 以下 3.0 以下 

片方向 40 以上 3.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 3.0 以下 4.0 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2 以下 

ＣＳ－７７Ｆ 

ＳＷＥ 

２端子型 

挿入損失(dB) 
双方向 5.0 以下 5.0 以下 6.0 以下 7.0 以下 8.0 以下 9.5 以下 

片方向 40 以上 7.0 以下 7.0 以下 8.0 以下 9.0 以下 10.0 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 

端子間結合損失(dB) 
双方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

片方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2以下 

 

 

（注）ＣＳ－７ＦＳＷＥ（１）は、取付枠のないアウトレット１個口用テレビ端子。 

ＣＳ－７ＦＳＷＥ（３）は、アウトレット３個口用テレビ端子。 

 

表－３３ テレビ端子 上り信号カット機能付の電気的特性 

型式 項目 
周波数(MHz) 

10～55 70～300 300～770 1000～1489 1489～2150 2150～2681 2681～3224 

ＳＨ－７ 

ＦＳ（１） 

１端子型 

挿入損失(dB) 
双方向 1.0 以下 1.0 以下 1.0 以下 1.5 以下 2.0 以下 3.0 以下 4.0 以下 

片方向 40 以上 3.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 3.0 以下 3.5 以下 4.5 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2 以下 

ＳＨ－７ 

ＦＳ（３） 

１端子型 

挿入損失(dB) 
双方向 1.0 以下 1.0 以下 1.0 以下 1.5 以下 2.0 以下 3.0 以下 4.0 以下 

片方向 40 以上 3.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 3.0 以下 3.5 以下 4.5 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 2.5 以下 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2 以下 

ＳＨ－７７ 

ＦＳ 

２端子型 

挿入損失(dB) 
双方向 5.0 以下 5.0 以下 6.0 以下 7.0 以下 7.0 以下 9.0 以下 10.0 以下 

片方向 40 以上 7.0 以下 7.0 以下 7.0 以下 8.0 以下 9.0 以下 10.0 以下 

電圧定在波比 
双方向 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 2.5 以下 

片方向 2.0 以下* 2.0 以下 2.0 以下 2.0 以下 2.5 以下 2.5 以下 2.5 以下 

端子間結合損失(dB) 
双方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

片方向 13 以上 20 以上 18 以上 15 以上 15 以上 15 以上 15 以上 

漏洩電界強度(dBμV/m)※ ― 34以下 40.2 以下 

 

 

（注）ＳＨ－７ＦＳ（１）は、取付枠のないアウトレット１個口用テレビ端子。 

ＳＨ－７ＦＳ（３）は、アウトレット３個口用テレビ端子。 

*アウトレット端子（テレビ端子）側は除く

※3m の距離において 

*アウトレット端子（テレビ端子）側は除く

※3m の距離において 
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2) 筐体の構造 

筐体は塵埃の入りにくいこと。 
3) ケーブル接続端子 
① ケーブル接続端子は、Ｆ型接栓とし、中心導体、外部導体ともに確実に接続できること。 

② (一社)電子情報技術産業協会規格(JEITA RC-5223C「高周波同軸Ｃ１５形コネクタ」)に

適合、または同等の電気的特性を有すること。 

4) アウトレット 

① アウトレットは 75Ωであって、直流電流を遮断する機能を有すること。 

② Ｆ型コネクタが接続できること。 

5) 上り信号カット機能 

① 上り信号カット操作部は端子台から操作出来ない構造であること。 
② ２端子型で上り信号カット機能を有するものは、それぞれのアウトレット端子が単独に

上り信号カット操作が出来るものであること。 
6) 本体取付け構造 

本体は確実に固定できる構造であること。 
 

1.2 安全性の確保 

1.2.1 機械的な抵抗力及び安定性の確保 

［Ａ．地上放送用アンテナ］ 

a) 地上放送用アンテナの耐風圧 

地上放送用アンテナは、強い風圧が加わっている間と後において、飛散に相当する破壊がな

いこと。 

［Ｂ．衛星放送用アンテナ］ 

a) 衛星放送用アンテナの耐風圧 

衛星放送用アンテナ(オフセットパラボラ型)は、風速 60m/s を基準風速として、風圧係数 1.4

を乗じた値に相当する風圧が加わっている間、飛散に相当する破壊がないこと。 

1.2.2 使用時の安全性及び保安性の確保 

［ブースタ］ 

a) 絶縁 

ブースタは絶縁性能が確保されていること。 

（1.2.3 健康上の安全性の確保） 

（1.2.4 火災に対する安全性の確保） 

1.3 耐久性の確保 

雨がかりに設置されるものにあっては、異種金属材料間の接触腐食等がないように措置され

ていること。 

1.4 環境に対する配慮（この要求事項は、任意選択事項であり必須要求事項ではない） 

1.4.1 製造場の活動における環境配慮 

本項目を認定の対象とする場合は、製造場における活動が環境に配慮されたものであること。 

1.4.2 テレビ共同受信機器のライフサイクルの各段階における環境配慮 

本項目を認定の対象とする場合は、次の項目に適合すること。 
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1.4.2.1 材料の調達時等における環境配慮 

環境負荷の低減に資する材料が調達され、又は環境負荷の低減に資するように配慮して材料

が生産・製造されているなど、材料の調達時等における環境配慮の取組みの内容を認定の対象

とする場合は、その内容を明確にすること。 

1.4.2.2 製造・流通時における環境配慮 

製造及び出荷の際並びに流通させる際に、省エネルギー化を図るなど、製造・流通時におけ

る環境配慮の取組みの内容を認定の対象とする場合は、その内容を明確にすること。 

1.4.2.3 施工時における環境配慮 

施工する際に、環境負荷が増大しない方法で施工できるよう配慮するなど、施工時における

環境配慮の取組みの内容を認定の対象とする場合は、その内容を明確にすること。 

1.4.2.4 使用時における環境配慮 

使用する際に、省エネルギー化、汚染物質の排出抑制が図られるよう配慮するなど、その他

の使用時における環境配慮の取組みの内容を認定の対象とする場合は、その内容を明確にする

こと。 

（1.4.2.5 更新・取外し時における環境配慮） 

1.4.2.6 処理・処分時における環境配慮 

適切にリサイクルや廃棄ができるよう配慮するなど、その他の処理・処分時における環境配

慮の取組みの内容を認定の対象とする場合は、その内容を明確にすること。 
 

2．供給者の供給体制等に係る要求事項 

2.1 適切な品質管理の実施 

ISO9001、JIS Q 9001 又は同等の品質マネジメントシステムにより生産管理されていること。 

2.2 適切な供給体制及び維持管理体制等の確保 

2.2.1 適切な品質保証の実施 

a) 保証書等の図書 

1) 無償修理保証の対象及び期間を明記した保証書又はその他の図書を有すること。 

b) 無償修理保証の対象及び期間 

1) 無償修理保証の対象及び期間は、次の部品を構成する部分又は機能に係る瑕疵（施工の瑕

疵を含む。）に応じ、一定の年数以上でメーカーの定める年数とすること。ただし、免責事

項として次に定める事項に係る修理は、無償修理保証の対象から除くことができるものとす

る。 

① アンテナ(地上放送用) に係る瑕疵 3 年 

② アンテナ(衛星放送用)、分岐器、分配器、直列ユニット、テレビ端子、混合(分波)器（た

だし、アンテナ(衛星放送用)のコンバータを除く）に係る瑕疵 5 年 

③ ①及び②を除く部分に係る瑕疵 2 年 
 

＜免責事項＞ 
１ 本基準の適用範囲以外に使用した場合の不具合 

２ ユーザーが適切な使用、維持管理を行わなかったことに起因する不具合 

３ メーカーが定める施工説明書等を逸脱した施工に起因する不具合 

４ メーカーが認めた者以外の者による住宅部品の設置後の移動・分解などに起因する不具合 

５ 建築躯体の変形など住宅部品本体以外の不具合に起因する当該住宅部品の不具合、塗装の色あせ等

の経年変化または使用に伴う磨耗等により生じる外観上の現象 
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６ 海岸付近、温泉地などの地域における腐食性の空気環境に起因する不具合 

７ ねずみ、昆虫等の動物の行為に起因する不具合 

８ 火災･爆発等事故、落雷･地震･噴火･洪水･津波等天変地異または戦争･暴動等破壊行為による不具合 

９ 消耗部品の消耗に起因する不具合 
１０ 電気の供給トラブル等に起因する不具合 
 

2.2.2 確実な供給体制の確保 

a) 製造等についての責任体制及び確実な供給のために必要な流通販売体制が整備・運用されて

いること。 

2.2.3 適切な維持管理への配慮 

2.2.3.1 維持管理のしやすさへの配慮 

a) 使用者、維持管理者等による維持管理がしやすく、製品や取替えパーツの交換作業が行いや

すい製品であること。 

2.2.3.2 補修及び取替えへの配慮 

a) 構成部品について、取替えパーツ(消耗品である場合はその旨)について明確にしていること。 

b) 主要な構成部品について、設計耐用年数及びその前提を明確にしていること。 

c) 取替えパーツの部品名、形状、取替え方法等が示された図書が整備されていること。 

d) 住宅部品の生産中止後においても、取替えパーツの供給可能な期間を 10 年以上としている

こと。 

2.2.4 確実な維持管理体制の整備 

2.2.4.1 相談窓口の整備 

a) 施主･管理者等からの相談窓口を明確にし、その機能が確保されていること。 

b) 施主･管理者等からの相談窓口の担当者に対して、教育訓練を計画的に実施していること。 

2.2.4.2 維持管理の体制の構築等 

a) 維持管理の体制が構築されているとともに、その内容を明確にしていること。 

2.2.4.3 維持管理の実施状況に係る情報の管理 

a) 維持管理の実施状況等について、適切に情報を管理できるようになっていること。 

 

2.3 適切な施工の担保 

2.3.1 適切なインターフェースの設定 

a) アンテナの支持桿への取付け 

地上放送用アンテナは、直径 38～60.5mm、衛星放送用アンテナは、直径 76.3～89.1mm のア

ンテナ支持桿に取付け可能であること。 

b) 直列ユニット･テレビ端子の取付け 

1) 直列ユニット、テレビ端子とも取付けネジ間隔 83.5mm、横寸法 60mm、深さ寸法 44mm のス

イッチボックス内に取付けできる構造であること。 

2) 直列ユニット、テレビ端子ともＪＩＳ Ｃ８３１６の連用プレート大角穴に取付けられる

ものとし、フラッシュプレート穴から各アウトレット端子を使用できる構造であること。 

2.3.2 適切な施工方法・納まり等の確保 

a) 施工方法・納まり等が適切に定められているとともに、施工上の禁止事項、注意事項、留意

事項が定められていること。 
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3 情報の提供に係る要求事項 

3.1 基本性能に関する情報提供 

a) 少なくとも製品に関する次の基本的な事項についての情報が、わかりやすく表現され、かつ、

容易に入手できるカタログその他の図書又はホームページにより、提供されること。 

1) 電気的特性 

2) 各種寸法 

3) ブースタにあっては消費電力 

4) 問い合わせ先・ショールーム案内 

3.2 使用に関する情報提供 

a) 少なくとも次の使用に関する情報が、わかりやすく表現されている取扱説明書により所有者

に提供されること。 

1) 誤使用防止のための指示・警告 

2) 事故防止のための指示・警告 

3) 製品の使用方法 

4) 製品に関する問い合わせ先 

b) 無償修理保証の対象及び期間を記載した保証書又はこれに相当するものがわかりやすく表

現されており、かつ、所有者に提供されること。 

c) 上記保証書等には、部品及び施工の瑕疵並びにその瑕疵に起因する損害に係る優良住宅部品

瑕疵担保責任保険・損害賠償責任保険の付されていることが明記されていること。 

3.3 維持管理に関する情報提供 

a) 少なくとも次の維持管理に関する情報が、わかりやすく表現され、かつ、容易に入手できる

カタログその他の図書又はホームページにより、維持管理者等に提供されること。 

1) 製品の維持管理内容（品質保証内容及び保証期間を含む）や補修の実施方法 

2) 清掃方法や清掃時の注意事項 

3) 取替えパーツの交換方法、生産中止後の取替えパーツの供給可能な期間 

4) 施主･管理者等相談窓口 

3.4 施工に関する情報提供 

少なくとも次の施工に関する情報が、わかりやすく表現されている施工説明書により、施工

者に提供されること。 

a)「2.3.2 適切な施工方法・納まり等の確保」に係る情報が、わかりやすく表現されている施

工説明書により、施工者に提供されること。 

b) 品質保証に関する事項 

1) 施工の瑕疵に係る無償修理保証の対象及び期間 
2) 保険の付保に関する事項 
① 当該部品には、部品及び施工の瑕疵並びにその瑕疵に起因する損害に係る優良住宅部

品瑕疵担保責任保険・損害賠償責任保険の付されていることが明記されていること。 
② 施工説明書等で指示された施工方法を逸脱しない方法で施工を行った者は、上記保険

の被保険者として、施工に関する瑕疵担保責任及び施工の瑕疵に起因する損害賠償責任

を負う際には保険金の請求をできることが明記されていること。 
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Ⅲ．附則 
1．この認定基準（テレビ共同受信機器（同軸伝送）BLS TV:2018）は、2018 年 4 月 1 日から

施行する。 

2．この認定基準の施行に伴い、改正前の認定基準（テレビ共同受信機器（同軸伝送）BLS TV:2017）

は廃止する。 

3．この認定基準の施行の日に、既に改正前の認定基準に従って認定又は変更の準備を行って

いたものについては、この認定基準の施行の日から 3か月を超えない日までは、改正後の認

定基準を適用しないものとする。 

4．この認定基準の施行の日以前に、既に改正前の認定基準に従って優良住宅部品認定規程第

16 条第 1項の認定を受けており（3．により施行の日以後に改正前の認定基準を適用して認

定を受けた場合を含む。）、かつ、認定が維持されている優良住宅部品に係る認定基準は、優

良住宅部品認定規程第28条第1項の期間内においては、改正前の当該認定基準を適用する。
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優良住宅部品認定基準（テレビ共同受信機器（同軸伝送））の解説 

 

この解説は、「優良住宅部品認定基準（テレビ共同受信機器（同軸伝送））」の改正内容等を補足

的に説明するものである。 

Ⅰ 今回の改正内容 

１．衛星放送用受信設備の電波漏洩基準に関する規定への対応未確認型式の廃止 
 

Ⅱ 基準改正の履歴 
【2017 年 12 月公表・施行】 

１．衛星放送用受信設備の電波漏洩基準に関する規定に対応した性能規定の追加 

 

【2017 年 3 月公表・施行】 
１．BS･110 度 CS を使用した４K・8K 実用放送に対応した機種の追加 
２．FM アンテナの帯域拡張に対応したブースタの追加 
 

【2017 年 1 月公表・施行】 
１．帯域拡張に対応した FM アンテナの追加 
２．衛星放送用アンテナの一部（CS 受信用（１衛星対応））廃止 

 

【2015 年 8 月公表・施行】 

１．免責事項の表現の統一【Ⅱ.2.2.1】 

 

【2013 年 7 月公表・施行】 

１.荷重試験による基準風速の追加 

 

【2013年4月公表・施行】 

１．引用ＪＩＳ規格年度の更新 
 
【2010年12月公表・施行】 

１．地上アナログ放送終了に伴う機器の削除と変更 
２．ＵＨＦ帯域の放送用周波数の割当変更に伴うＵＨＦアンテナの変更 
３．ブースタの過電流保護装置として用いるヒューズの要求事項の変更 
４．周波数帯域の表記修正 
 
【2010年3月公表・施行】 
１．適用範囲の拡大 

 

【2009年3月公表・施行】 

１．狭帯域機器を広帯域機器へ代替統合 
２．安全に係る要求項目の評価の第三者性の確保 
 

【2008年10月公表・施行】 
ａ）認定基準の性能規定化 

ｂ）認定基準の充実 

ｃ）狭帯域機器を広帯域機器へ代替統合 
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ｄ）ブースタの高出力機器への代替統合 

  
【2005年12月公表・施行】 
ａ）認定基準の性能規定化 

ｂ）認定基準の充実 

１）環境に対する配慮の項目（選択）の追加【Ⅱ．1.4】（任意選択事項） 

２）供給者の供給体制等に係る要求事項及び情報の提供に係る要求事項の充実 

ｃ）狭帯域機器を広帯域機器へ統合 

ｄ）直列ユニットの統廃合 

ｅ）情報提供上の整理区分の位置付けの明確化 

  
【2005 年 9 月修正】 
(1)施工方法の明確化等の変更 

 
【2004 年 3 月修正】 
(1)放送種類の多様化した情報提供上の整理区分の変更 

 
【2002 年 3 月 15 日公表・施行】 
(1)放送・通信のデジタル化へ対応を図るための機種の追加 

 
【2001 年 3 月 20 日公表・施行】 
(1)ＵＨＦ全帯域用アンテナの追加 

 (2)全端子接栓型直列ユニットの追加 

 (3)周波数帯域幅の変更 

 (4)直列ユニット、テレビ端子の寸法 

 
【2000 年 10 月 31 日公表・施行】 
(1)優良住宅部品の保証制度の拡充に伴なう変更 

 
【2000 年 3 月 27 日公表・施行】 

(1)用語の定義 

(2)１分岐器の追加 

(3)アンテナ支持桿直径の仕様規定 

(4)電気的特性の要求性能の変更 

 


